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令和3年度 当初予算

一般会計の内訳
１．歳入

２．歳出（目的別）

〇各種会計予算総括表

一般会計	 749.0億円（対前年度比 ▲61.6%、1,202.8億円の減）
総 会 計	 1,287.9億円（対前年度比 ▲59.0%、1,854.4億円の減）

財政課（内線4052）

一般会計（主な事業費） （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：億円）

（単位：億円）

　本年度は、復興・創生期間の満了に伴う通常予算への転換を基本としつつ、歳入
面では、新型コロナウイルス感染症の影響による市税収入の減少、歳出面では、社
会保障経費や新たな公共施設の維持管理費の増加など、今後の財政状況が厳し
いものとなることを踏まえ、前年度の決算額を基準とした「歳入予算に見合った歳
出予算」を念頭に、可能な限りの歳出削減の実行など、持続可能な財政運営を意識
した予算編成としました。
　なお、4月が市長の改選期に当たるため、新規の政策的経費については、継続性
のある国県補助事業などを除き、計上を留保しています。

※増減率は令和2年度当初予算との比較で▲は減少を表します。

※（　）内は総額に対する割合を表します。

●SDGs推進関係費
環境に優しい新たな移動手段の構築、高齢者の孤立防止など、支
え合いのまちづくり推進に要する経費

43,980 

●東京オリンピック・パラリンピック機運醸成事業費
チュニジア共和国を相手国としたホストタウン事業や競技大会の
機運醸成に要する経費

81,138 

●地域交通対策関係費
路線バス等地域交通の確保・維持等に要する経費 160,802 

●窓口証明関係費
市民課窓口業務の一部を民間に委託する経費等 259,165 

●包括的支援体制構築事業費
複合的な課題を包括的に受け止める相談支援ネットワークの構築
等に要する経費

12,883 

●自立相談支援事業費
生活困窮者の就労準備支援や子どもの学習・生活支援等に要する
経費

69,108 

●子ども・子育て支援事業費
各種子育て支援や子どもの居場所づくり等子育て環境の向上に
要する経費

59,619 

●放課後児童クラブ関係費
放課後児童クラブの運営及び児童の健全育成に要する経費 324,856 

●医療対策費
休日及び夜間における一次、二次、三次救急医療の確保等に要す
る経費

301,592 

●新型コロナウイルスワクチン接種費
新型コロナウイルスワクチン接種の推進及び体制確保に要する
経費

634,620 

●地域外来・検査センター費
 PCR検査施設の運営に要する経費 132,793 

●環境政策推進費
環境にやさしい暮らしや事業の普及・啓発活動、環境教育等に要す
る経費

33,148 

●一般廃棄物最終処分場建設事業費
次期最終処分場の整備に要する経費 6,153,087 

●農業振興費
将来展望を踏まえた土地利用調整の促進や、ほ場整備と併せた農
業生産の大規模な面的集積等に要する経費

137,120 

●水産振興事業費
担い手センターの運営や輸出販路の拡大、四大行幸啓の一つ「全
国豊かな海づくり大会」開催等に要する経費

106,425 

●企業育成支援事業費
地域資源を生かした商品開発や販路開拓支援、再生可能エネル
ギー・省エネルギー技術開発支援等に要する経費

242,030 

●中小企業等融資関係費
事業資金を必要とする中小企業事業者への融資支援に要する経費 860,000 

●観光振興事業費
本市の観光PRや誘客の推進、各地域における祭り・イベント開催
補助等に要する経費

86,993 

●東中瀬橋整備事業費
中瀬と湊地区を結ぶ自転車歩行者用道路整備に要する経費 30,125 

●七窪蛇田線街路整備事業費
末広町を起点とし清水町、中里地区、北上運河、JR石巻線等を越
えて国道45号に接続する重要幹線道路整備に要する経費

22,714 

●小学校教育用コンピューター関係費 情報教育環境
整 備（GIGAス
クール構想等）
に要する経費

237,447 

●中学校教育用コンピューター関係費 142,429 

●小学校管理費
大川小学校事故訴訟損害賠償金立替払金の償還に要する経費 200,000 

●河北中学校屋内運動場改修事業費
老朽化した屋内運動場の改修に要する経費 39,120 

●複合文化施設管理費
複合文化施設の管理運営に要する経費 294,000 

会計区分 令和3年度
当初予算

対前年度比較
増減額 増減率（％）

一般会計 74,900,000 ▲120,278,000 ▲61.6
復旧復興分 3,071,910 ▲121,512,434 ▲97.5
通常分 71,828,090 1,234,434 1.7

特別会計 33,686,389 ▲1,007,047 ▲2.9

内
訳

土地取得 108,072 ▲109,948 ▲50.4
水産物地方卸売市場事業 433,222 37,193 9.4
市街地開発事業 620,566 ▲1,699,259 ▲73.2
国民健康保険事業 15,723,641 173,384 1.1
後期高齢者医療 1,825,725 24,500 1.4
介護保険事業 14,975,163 567,083 3.9

公営企業会計 20,200,288 ▲64,155,744 ▲76.1

内
訳

病院事業会計 6,147,976 ▲112,636 ▲1.8
下水道事業会計 14,052,312 ▲64,043,108 ▲82.0

合計 128,786,677 ▲185,440,791 ▲59.0

国庫支出金
102.2（13.6%） 歳入総額

749億円

地方交付税
216.3（28.9%）

県支出金44.6（6.0%）

譲与税・交付金42.6（5.6%） 市税
185.6（24.8%）

その他（繰入金等）
118.2（15.8%）

自主財源
303.8（40.6%）

依存財源
445.2（59.4%）

市債39.5（5.3%）

商工費20.0（2.7%）
労働費0.8（0.1%）

災害復旧費0.1（-%）その他4.9（0.6%）

民生費
235.6
（31.5%）

衛生費
151.4（20.2%）総務費83.3（11.1%）

教育費78.1（10.4%）

土木費65.1（8.7%）
公債費54.5（7.3%）
消防費33.7（4.5%）
農林水産業費21.5（2.9%）

歳出総額
749億円

問


